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１．19年２月期の連結業績（平成18年３月１日～平成19年２月28日）

(1）連結経営成績 （百万円未満切り捨て）

営業収益 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年２月期 118,500 △5.7 186 － 315 －

18年２月期 125,722 △3.1 △217 － △52 －

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

営業収益
経常利益率

百万円 ％ 円　銭 円　銭 ％ ％ ％

19年２月期 △4,154 －
△177.9

 
－ △13.0 0.4 0.3

18年２月期 321 － 13.77 － 0.9 △0.1 △0.0

（注）①持分法投資損益 19年２月期 5百万円 18年２月期 9百万円

②期中平均株式数（連結） 19年２月期 23,352,461株 18年２月期 23,352,727株

③会計処理の方法の変更 無

④営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2）連結財政状態 （百万円未満切り捨て）

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円　銭

19年２月期 81,790 29,397 35.9 1,258.86

18年２月期 87,843 34,622 39.4 1,482.61

（注）期末発行済株式数（連結） 19年２月期 23,352,272株 18年２月期 23,352,627株

(3）連結キャッシュ・フローの状況 （百万円未満切り捨て）

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

19年２月期 2,792 △714 △2,260 1,924

18年２月期 855 △1,526 190 2,106

(4）連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数 12社 持分法適用非連結子会社数 －社 持分法適用関連会社数 －社

(5）連結範囲及び持分法の適用の異動状況

連結（新規） 6社 （除外） －社 持分法（新規） －社 （除外） 2社

２．20年２月期の連結業績予想（平成19年３月１日～平成20年２月29日）

営業収益 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

中間期 60,000 500 180

通期 118,500 1,100 400

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　　17円13銭

※　上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な

要因によって予想数値と異なる場合があります。なお、上記業績予想に関連する事項につきましては、添付資料の９

ページを参照してください。
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１．企業集団の状況
　当社グループは、当社（株式会社Ｏｌｙｍｐｉｃ）を中心とし、子会社15社によって構成され、小売り及び小売り周

辺業務を主な内容として事業活動を展開しております。

　なお、子会社12社を連結の範囲に含めております。

　事業内容と、当社と子会社の当該事業に係る位置付けは、次のとおりであります。

 事業内容等 会社名

 持株会社  

   グループ全体の最適な経営戦略の策定、経営資源の配置、間接業

   務の一括受託管理（不動産設備の賃貸）
 当社

 小売業  

   食料品を中心に品揃えした小売事業  ◎　（株）フードマーケット・オリンピック

 スポーツ・レジャー用品、住居関連用品、家電製品を中心に品揃

 えした小売事業
 ◎　（株）ハイパーマーケット・オリンピック

 ホームセンター事業  ◎　（株）ホームピック

 ゴルフ用品の品揃えを中心とした小売事業 ◎　（株）ＯＳＣゴルフワールド

 カー用品の品揃えを中心とした小売事業 ◎　（株）エムケイカーズ

 家電製品の小売業 ◎　（株）ＯＳＣ家電満載館

 靴の品揃えを中心とした小売事業 ◎　（株）ＯＳＣフットウェアー

 小売関連事業  

 店舗の開発及びショッピングセンターの管理・運営 ◎　（株）データプラン

 コンピューターシステムの開発・運用、販売 ◎　（株）スコア

 弁当・折詰及び惣菜等調理食品の製造・販売 ◎　（株）オー・エス・シー・フーズ

 商品の輸送・保管・荷役・宅配・工事等のサービス ◎　（株）キララ

 商品の輸送・保管・荷役等のサービス ◎　（株）ＫＣコーポレーション

 保険代理業、自動販売機による飲料水の販売、遊戯場の経営 （株）アバンセ

 家電製品の修理等 （株）ファーストケアー

 不動産賃貸業 （株）オー・アール・ディ

　（注）１．会社名の前に◎印を付した会社は、連結子会社であります。

２．当社は、平成18年９月１日に、フード営業部門及びハイパー営業部門を会社分割し、㈱フードランド・オリ

ンピック（平成18年９月４日に㈱フードマーケット・オリンピックに商号変更いたしました。）並びに㈱ハ

イパーマーケット・オリンピックにそれぞれ事業を承継し、当社は小売業並びに小売業周辺事業を行う子会

社の株式を所有する事により当該子会社の経営活動を管理統括する持株会社となりました。

３．㈱ＯＳＣ家電満載館は、平成18年５月１日に当社が100％出資をして設立した会社です。

４．㈱ホームピックは、平成18年６月１日に当社が100％出資をして設立した会社です。

５．㈱キララは、当社が平成18年10月26日に、その発行済株式の61％を取得し、100％子会社化した会社です。

６．㈱ＫＣコーポレーションは、㈱キララの100％子会社です。
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　当社グループの平成18年８月31日までの事業の系統図は次のとおりであります。

 

◎ （株）ＯＳＣゴルフワールド 

◎ （株）ＯＳＣフットウェアー 

◎ （株）エムケイカーズ 

 ゴルフ用品・靴・カー用品を中心とした専

門店的な品揃えをした小売事業 

（株）アバンセ 

（株）ファーストケアー 

（株）オー・アール・ディ 

◎（株）データプラン 

店舗の開発、ショッピングセンターの管理・運営 

お   客   様 

（株）Ｏｌｙｍｐｉｃ（当社） 
ハイパーマーケット・スーパーマーケット 

ハイパーストアの３業態によるチェーンストア事業 

及びホームセンター事業 

◎（株）オー・エス・シー・フーズ 

惣菜・弁当等、製造・卸売り 

◎（株）スコア 

 コンピュータシステム

の開発・運営販売 

 

○（株）キララ 

 商品の輸送等 

店舗及び設備の賃貸 
金銭貸付 

不動産賃貸 
その他サービス  

金銭貸付 商品供給 

店舗不動産賃借 
店舗開発業務委託 

金銭貸付 

　（注）１．会社名の前に◎印を付した会社は、連結子会社であります。

２．会社名の前に○印を付した会社は、持分法適用の関連会社であります。
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　当社グループの平成18年９月１日以降の事業系統図であります。

 

お 客 様 

◎ ㈱ハイパーマーケット 

オリンピック 

◎ ㈱ホームピック 

◎ ㈱ＯＳＣゴルフワールド 

◎ ㈱ＯＳＣフットウェアー 

◎ ㈱ＯＳＣ家電満載館 

◎ ㈱エムケイカーズ 

◎ ㈱オー・エス・

シー・フーズ 

◎ ㈱スコア ◎ ㈱データプラン ◎ ㈱キララ 

◎ ㈱ＫＣコーポレーション 

㈱アバンセ 

㈱ファーストケアー 

㈱オー・アール・ディー 

㈱ Ｏｌｙｍｐｉｃ（当社） 

サービス 

システム開発及び運営 

商品の供給 

店舗及び店舗設備の賃借 
資産管理 
金銭の貸借 

営業管理 
システムの運営保守 

店舗の清掃・警備 

不動産の賃借 
店舗開発業務委託 
金銭の貸付 

商品の配送代行 

◎ ㈱フードマーケット 

オリンピック 

　（注）　会社名の前に◎印を付した会社は、連結子会社であります。
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２．経営方針
(1）会社の経営の基本方針

　当社及びグループ企業（以下当社グループ）は「正直を売る」を基本理念として「お客様に、鮮度・品質・価格に

おいて満足される商品を提供すること」また「お取引先、地域社会、従業員に対して信頼される企業グループであり

続けること」を経営の基本方針としております。

　当社グループはこの基本方針のもと、「より良い商品をより安く」提供しつづけることをモットーに、お客様、株

主の皆様及びお取引先の期待に応え、より豊かな社会の実現に貢献したいと考えております。

(2）会社の利益配分に関する基本方針

　当社は、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、株主の皆様へ安定的かつ継続的

な利益還元を充実させていくことを経営の最重要課題と考えております。

　内部留保資金につきましては、新規出店及び既存店舗活性化のための設備投資並びにＭ＆Ａに投入することで一層

の事業規模の拡大と、今後予想される経営環境の変化に対応すべく経営基盤の強化につなげ、将来における株主への

利益還元に寄与してまいりたいと考えております。

　なお、当期の配当金につきましては、1株あたり 15円にさせていただく予定であります。

(3）投資単位の引下げに関する考え方及び方針等

　個人投資家の拡大及び株式の流動性向上については、経営の重要課題のひとつとして認識しております。当社は既

に平成11年７月に、売買単位を1,000株から100株に引き下げておりますが、今後とも引き続き株式の流動性を高め、

広く投資家の皆様に当社株式への投資をしていただける環境を整備すべく、積極的に取組んでまいります。

(4）目標とする経営指標

　当社グループは、数年後を目処に営業収益3,000億円を達成することを目標としております。また、規模の拡大と併

せて、より一層重視する項目として収益力の向上を目指しており、経常利益率５％を実現することを目標としており

ます。

(5）中長期的な会社の経営戦略

　当社をとりまく経営環境が非常に厳しい中にあって、以下の戦略を継続し事業拡大・収益力アップを図ってまいり

ます。

①　１都３県でのドミナント化によるシェアーの拡大

　当社グループは、１都３県（東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県）を中心に出店を行ってまいります。これは、

購買力の高い地域に経営資源を集中させ効率的な商品供給体制を作る事により、お客様に、他社と差別化できる、

より低コストで良い商品を提供できる体制を確立し、シェアーの拡大を図るためです。

②　ローコストオペレーションとキャッシュ・フロー重視

　ローコスト運営を徹底させるために、費用対効果を第１義に考え、投資・経費の適正配分を実施していきます。

併せて、在庫日数の短縮とロス率の改善を図り、収益力アップと共に、キャッシュ・フローを重視した運営を行っ

てまいります。

③　専門店を指向した業態戦略

　業態といたしましては、当社グループ内各社におけるハイパーマーケット・ハイパーストア・スーパーマーケッ

ト、及びホームセンター事業の４業態に加え、ハイパーマーケット店内で、（株）ＯＳＣゴルフワールドの運営

によるゴルフ専門店事業、（株）エムケイカーズによるカー用品専門店事業の営業、さらにホームピック店内、

ハイパーマーケット店内でペット専門店であるペティア事業を行ってまいりました。これらの新規業態により、

より高度化するお客様のニーズに応え、各店舗の収益力と集客力の向上を図っております。
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④　グループの効率的運営

　当社グループは、変化する事業環境にスピードを上げて対応していくために、当社を持株会社とし、当社の事

業部門を新設子会社に承継し、「各事業ごとに会社組織として独立した経営責任をも持つ」、「各事業会社ごと

に迅速な経営の意思決定を行う」、「各社の専門性を高め業務運営の効率化を追求するとともにお客様の満足度

を一層向上させる」という三点を主たる目的として、後述のとおり大幅な企業再編を実施いたしました。

(6）会社が対処すべき課題

　平成19年度におきましては、前期に取り組んでまいりました課題遂行を継続し、業績向上を図ってまいる所存であ

ります。

①　新規出店

平成19年度には、新規出店を再開し、３月１5日には「Olympic大倉山店」、また４月11日には「Homepic熊野前

店」を新規出店いたしました。

②　店舗改装

平成19年度におきましても、引き続き既存店舗の改装を積極的に実施し、お客様が快適に買い物ができる環境

整備に努めてまいる所存であります。

③　グループの再編成の収実化

前記のとおり、機能ごとに再編成した当社グループの再編目的を実現し、効率向上と業績向上を図っていく所

存であります。

④　人材育成

前期より実施いたしました新人事制度と業務内容の「見える化」の推進により、引き続き社員、パート従業員

を含む全従業員の能力向上を図り、お客様の満足度を一層追求してまいります。

(7）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社グループでは企業価値の最大化を図り、変化する事業環境にスピードを上げて対応していくこと、及びコン

プライアンスを重視し経営のチェック機能を高め、適切な情報開示を行うことを基本に据えております。

②　持株会社体制移行と内部統制の拡充

　当社グループは、平成18年９月１日に「持株会社と各事業会社」の体制に移行するとともに、当連結会計年度に

大幅な企業再編を行いました。

　また、「金融商品取引法」により求められる内部統制報告制度（当社グループにおきましては平成22年２月期が

適用初年度）に対応すべく、社内体制の構築を目指し文書化並びに運用テストを実施しております。

③　当社グループの経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織

　グループ運営の方針決定と管理を担う当社は、公正で透明性の高い経営を実現するために、重要な業務執行に関

する意思決定機関であり、代表取締役及び業務担当取締役の業務執行に関する監督機関である取締役会を毎月１回

以上開催しております。また、４名の監査役（うち２名が社外監査役）が、取締役会の業務執行の状況を客観的な

立場から監査をするとともに、年５回定例の監査役会を開催しております。すなわち、監査役会の監査計画に基づ

き取締役会に出席するほか、監査役会独自に店舗監査を行うなど、取締役の業務執行状況および業務全般にわたる

モニタリングは綿密になされており、経営監視は有効に機能しております。

　また、顧問弁護士と顧問契約を結び、経営上法律問題が生じた場合には、随時確認をとりアドバイスを受ける体

制をとっております。会計監査人は監査法人トーマツに依頼しております。

　グループ各社においても取締役会を毎月１回以上開催して重要な業務執行に関する意思決定を行うとともに業務

執行の監督を行っております。また、グループ経営に関する方針の徹底と各社経営のモニタリングを目的として、

グループ各社の社長が参加する「グループ政策会議」、同じく各社の資金についてのモニタリングを行う「グルー

プ会社資金会議」及び各社の業務運営のモニタリングと情報交換のために各社社長ならびに役員が参加する「グルー

プ会社報告会」をそれぞれ毎月１回、開催しております。

－ 6 －



（会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他利害関係の概要）

　当社では社外取締役を選任しておりません。また、社外監査役の２名は当社及び当社グループ出身ではありま

せん。なお、社外監査役と当社との取引等の利害関係はありません。

（会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況）

　当社では株主、投資家の皆様に対して積極的かつ迅速なIR活動を進めており、当社ホームページ（http://

www.olympic-corp.co.jp/）において、財務諸表をはじめ、月次の売上高、客数、単価などの幅広い情報開示に努

めております。
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３．経営成績及び財政状態
(1）当期の概況

①　当期の経過

　当期におけるわが国の景気は、緩やかな安定成長の軌道を維持し、雇用、賃金の増加に支えられ、出遅れた個人

消費もようやく持ち直しの兆しを見せました。

　このような環境化におきまして、当社グループといたしましては、グループ内企業の役割の再編など、効率性の

追求に注力する一方、「お客様第一主義」の方針のもとOlympicらしさを提供できる体制の整備に努めてましりまし

た。

　当期におきましては、変化する事業環境にスピードを上げて対応すべく「各事業ごとに会社組織として独立した

経営責任を持つ」、「各事業会社ごとに迅速な経営の意思決定を行う」、「各社の専門性を高め業務運営の効率化

を追求するとともにお客様の満足度を一層向上させる」という三点を主たる目的として、当社を持株会社とし当社

の事業部門を新設子会社に承継するなど大幅な事業再編を実施しました。

平成18年５月１日　　簡易分割により、当社家電満載館事業部門を新設子会社株式会社ＯＳＣ家電満載館に承継い

たしました。

平成18年６月１日　　簡易分割により、当社ホームセンター事業部門を新設子会社株式会社ホームピックに承継い

たしました。

平成18年９月１日　　会社分割により、当社フード営業部門およびハイパー営業部門を新設子会社株式会社フード

ランド・オリンピック（現株式会社フードマーケット・オリンピック）および株式会社ハイ

パーマーケット・オリンピックにそれぞれ承継し、当社は持株および管理機能の会社となり

ました。

平成18年９月15日　　株式会社ＯＳＣ家電満載館と株式会社ベスト電器との間で業務ならびに資本提携を実施いた

しました。

平成18年10月26日　　当社グループの物流を担う持分法適用会社である株式会社キララの発行済株式の61％を取得

し、同社を100％子会社化いたしました。

平成18年10月27日　　当社51％、株式会社ベスト電器49％の出資にて、株式会社Olympic&Bestを設立、株式会社Ｏ

ＳＣ家電満載館より家電販売事業を継承いたしました。

平成19年１月19日　　当社が保有する株式会社Olympic&Best株式1,480株を株式会社ベスト電器に譲渡いたしました。

　以上のグループ再編により、各社ごとの専門性、独自性に機動力を加え、お客様に他社との違い、Olympicらしさ

を打ち出していく体制を整えてまいりました。惣菜を中心とした食品売場の強化、ペットショップの導入、専門性

と接客を重視したゴルフ用品売場、株式会社ベスト電器との提携などにより、お客様との信頼関係を強めることに

努めるとともに、当期は、前期を大幅に上回る25店舗で改装を行い、お客様に快適に買い物をしていただける環境

整備を実施してまいりました。

　一方、経営資源の効率化を図るため、東松山店および松戸店を閉鎖し、賃貸借契約が終了した荻窪店と合わせて

３店舗の閉鎖を行いました。

　加えて、不動産事業におきましては、テナントの改廃など収益向上に努める一方、高井戸店、平塚店および新座

店の建物ならびに土地の一部を取得し、機動的なショッピングセンター運営を進める体制作りに努めてまいりまし

た。

②　業績

（連結）

　以上の結果、当連結会計年度の経営成績は、営業収益1,185億（前年比5.7％減）、営業利益１億86百万円（前

期は２億17百万円の営業損失）、経常利益３億15百万円（前期は52百万円の経常損失）となり、前期と比べ改善

することができましたが、特別損失として固定資産の減損損失を42億円計上いたしましたこと等により、当期純

損失は41億54百万円（前期は３億21百万円の当期純利益）となりました。
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（当社）

　当社は平成18年９月１日より持株会社となっており、以後の売上高はなくなり関係会社からの管理受託収入及

び受取配当収入が主たる収益となりました。平成18年８月31日までの売上高及び営業収入ならびに管理受託収入

を合わせた営業収益は、600億17百万円、営業利益２億99百万（前年比0.7％増）、経常利益３億41百万円（前年

比27.1％減）、当期純損失38億79百万円となりました。

　これは固定資産の減損損失を31億99百万計上したこと、関係会社への貸倒引当金を４億80百万円計上したこと

等によるものです。

(2）来期の見通し

①　来期の見通し

　来期につきましては、大企業を中心とした好調な企業業績の継続と個人消費の回復傾向が続くと思われますが、

小売業界におけるオーバーストア状況に変化はなく、引き続き厳しい状況が続くものと思われます。

　このような環境の中、当社グループといたしましては、当期に行った事業再編の収実化を図るべくローコスト運

営を徹底させ、業態もさらに専門店化を指向し、売上を伸ばし効率を高めてまいります。

②　業績見通し

　以上の結果、来期の連結経営成績は、営業収益1,185億円、営業利益15億円、経常利益11億円、当期純利益４億円

を予想しております。

(3）財政状態

①　キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、19億24百万円と前連結会計年度末に比

べ１億81百万円の減少となりました。

営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動の結果得られた資金は、前期末より19億37百万円増の27億92百万円となりました。これは、税引等

調整前当期純損失46億80百万円に対して、減損損失を42億２百万円を計上したこと、たな卸資産の減少が13億

55百万円であったこと等が主な要因であります。

投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動の結果使用した資金は、前期末より８億12百万円減の７億14百万円となりました。これは既存店の

改装に伴う設備投資等による有形固定資産の取得のための支出が118億64百万円あったこと、敷金等の差入れに

よる支出が31億95百万円あった反面、差入敷金等の回収による収入が99億48百万円であったこと等が主な要因

であります。

財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動の結果使用した資金は、22億60百万円となりました。

　これは主に短期借入れによる収入及び長期借入金の返済による支出並びに配当金の支払いを行ったことを反

映したものであります。
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②　当グループのキャッシュ・フロー指標は、次のとおりであります。

 平成17年２月期 平成18年２月期 平成19年２月期

自己資本比率（％） 38.6 39.4 35.9

時価ベースの自己資本比率（％） 31.6 25.2 25.0

債務償還年数（年） 160.3 43.0 13.5

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 1.0 3.1 7.6

　（注）１．自己資本比率　：　自己資本／総資産

２．時価ベースの自己資本比率　：　株式時価総額／総資産

３．債務償還年数　：　有利子負債／営業キャッシュ・フロー

４．インタレスト・カバレッジ・レシオ　：　営業キャッシュ・フロー／利払い

※　各指標は、いずれも連結ベースの財務数値によって算出しております。

※　株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

※　営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しておりま

す。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としておりま

す。また、利払いにつきましては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。
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４．連結財務諸表等
(1）連結貸借対照表

前連結会計年度
（平成18年２月28日）

当連結会計年度
（平成19年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金 ※３ 2,431,349 2,059,765

２．売掛金 289,337 311,086

３．たな卸資産 11,866,798 10,281,511

４．繰延税金資産 304,948 649,401

５．営業外受取手形 1,072,100 5,411

６．その他 1,605,939 1,974,642

流動資産合計 17,570,473 20.0 15,281,819 18.7

Ⅱ　固定資産

１．有形固定資産 ※１

(1)建物及び構築物 ※３ 8,739,401 14,943,191

(2)機械装置及び運搬具  602,979 517,102

(3)土地 ※３ 12,251,969 12,703,705

(4)建設仮勘定 2,899 21,299

(5)その他  1,739,861 1,407,953

有形固定資産合計 23,337,111 26.6 29,593,252 36.2

２．無形固定資産

(1)連結調整勘定 570,187 445,115

(2)その他 1,554,262 2,322,664

無形固定資産合計 2,124,450 2.4 2,767,779 3.4

３．投資その他の資産

(1)投資有価証券 ※2・3 5,841,543 4,256,717

(2)長期貸付金 4,490,396 1,090,701

(3)差入敷金 ※３ 9,415,310 10,335,436

(4)差入保証金 ※３ 23,385,393 17,400,109

(5)繰延税金資産 72,235 309,731

(6)その他 1,607,052 755,017

投資その他の資産合計 44,811,932 51.0 34,147,714 41.7

固定資産合計 70,273,494 80.0 66,508,747 81.3

資産合計 87,843,968 100.0 81,790,566 100.0
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前連結会計年度
（平成18年２月28日）

当連結会計年度
（平成19年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１．買掛金 9,850,225 8,606,867

２．短期借入金 ※３ 36,424,829 35,892,050

３．未払法人税等 249,754 184,647

４．未払消費税等 256,653 403,872

５．賞与引当金 266,741 315,512

６．その他 2,535,654 2,705,598

流動負債合計 49,583,858 56.5 48,108,548 58.8

Ⅱ　固定負債

１．長期借入金 ※３ 320,000 1,768,100

２．繰延税金負債 709,121 108,042

３．退職給付引当金 104,402 110,686

４．その他 2,503,705 2,297,928

固定負債合計 3,637,229 4.1 4,284,757 5.2

負債合計 53,221,088 60.6 52,393,305 64.1

（資本の部）

Ⅰ　資本金 ※４ 9,946,386 11.3 － －

Ⅱ　資本剰余金 9,829,566 11.2 － －

Ⅲ　利益剰余金 12,380,052 14.1 － －

Ⅳ　その他有価証券評価差額金 2,469,102 2.8 － －

Ⅴ　自己株式 ※５ △2,228 △0.0 － －

資本合計 34,622,879 39.4 － －

負債・資本合計 87,843,968 100.0 － －
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前連結会計年度
（平成18年２月28日）

当連結会計年度
（平成19年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部）       

Ⅰ　株主資本        

１．資本金   － －  9,946,386 12.2

２．資本剰余金   － －  9,829,566 12.0

３．利益剰余金   － －  7,875,428 9.6

４．自己株式   － －  △2,535 △0.0

株主資本合計   － －  27,648,846 33.8

Ⅱ　評価・換算差額等        

１．その他有価証券評価差額
金

  － －  1,748,410 2.1

評価・換算差額等合計   － －  1,748,410 2.1

Ⅲ　少数株主持分   － －  3 0.0

純資産合計   － －  29,397,260 35.9

負債純資産合計   － －  81,790,566 100.0
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(2）連結損益計算書

前連結会計年度
（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 121,203,049 100.0 113,396,079 100.0

Ⅱ　売上原価 90,500,755 74.7 82,907,969 73.1

売上総利益 30,702,293 25.3 30,488,110 26.9

Ⅲ　営業収入 4,519,222 3.7 5,103,986 4.5

営業総利益 35,221,516 29.0 35,592,096 31.4

Ⅳ　販売費及び一般管理費 ※１ 35,438,722 29.2 35,405,237 31.2

営業利益又は営業損失
（△）

△217,206 △0.2 186,859 0.2

Ⅴ　営業外収益

１．受取利息 143,564 166,391

２．受取配当金 32,779 46,954

３．債務受入益 197,585 216,504

４．持分法による投資利益 9,032 5,351

５．その他 73,378 456,340 0.4 58,729 493,931 0.4

Ⅵ　営業外費用

１．支払利息 281,520 350,503

２．その他 10,371 291,892 0.2 14,308 364,812 0.3

経常利益又は経常損失
（△）

△52,758 △0.0 315,978 0.3

Ⅶ　特別利益

１．固定資産売却益 ※２ 533,601 －

２．投資有価証券売却益 413,387 －

３．子会社株式売却益 435,714 －

４．過年度消費税等還付金 37,356 －

５．不動産仲介特別報酬 70,050 －

６．持分変動差益 2,000   －   

７．貸倒引当金戻入益 －   5,858   

８．営業権収入 － 1,492,109 1.2 113,495 119,353 0.1

Ⅷ　特別損失

１．固定資産除・売却損 ※３ 415,817 153,265

２．減損損失 ※４ － 4,202,446

３．投資有価証券評価損 － 276,379

４．店舗閉鎖損失 39,418 10,624

５．賃貸借契約等解約損 90,007 252,488

６. 消費税等の附帯税額等 37,806 －

７．事業再編損失 － 170,363

８．前期損益修正損 79,167 －

９．ソフトウェア評価損 59,220 721,437 0.6 50,732 5,116,300 4.5
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前連結会計年度
（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

税金等調整前当期純利益
又は純損失（△）

717,913 0.6 △4,680,967 △4.1

法人税、住民税及び事業
税

126,824 166,697

法人税等追徴税額 44,346 －

還付法人税等 △22,949 △211

過年度法人税等戻入額 △44,031 －

法人税等調整額 292,118 396,309 0.3 △691,273 △524,787 △0.5

少数株主利益 －  1,846 0.0

当期純利益又は当期純損
失（△）

321,604 0.3 △4,154,334 △3.6
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(3）連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書

連結剰余金計算書

前連結会計年度
（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）

（資本剰余金の部）

Ⅰ　資本剰余金期首残高 9,829,566

Ⅱ　資本剰余金期末残高 9,829,566

（利益剰余金の部）

Ⅰ　利益剰余金期首残高 12,408,741

Ⅱ　利益剰余金増加高

１．当期純利益 321,604 321,604

Ⅲ　利益剰余金減少高

１．配当金 350,293 350,293

Ⅳ　利益剰余金期末残高 12,380,052
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連結株主資本等変動計算書

当連結会計年度（自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年２月28日　残高（千円） 9,946,386 9,829,566 12,380,052 △2,228 32,153,776

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当   △350,289  △350,289

当期純損失（△）   △4,154,334  △4,154,334

自己株式の取得    △306 △306

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

－ － △4,504,623 △306 △4,504,930

平成19年２月28日　残高（千円） 9,946,386 9,829,566 7,875,428 △2,535 27,648,846

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券評価
差額金

評価・換算差額等合
計

平成18年２月28日　残高（千円） 2,469,102 2,469,102  34,622,879

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当    △350,289

当期純損失（△）    △4,154,334

自己株式の取得    △306

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△720,692 △720,692 3 △720,688

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

△720,692 △720,692 3 △5,225,618

平成19年２月28日　残高（千円） 1,748,410 1,748,410 3 29,397,260
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(4）連結キャッシュ・フロー計算書

前連結会計年度
（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッ
シュ・フロー

税金等調整前当期純利益 717,913 △4,680,967

減価償却費 ※１ 1,699,641 1,727,645

連結調整勘定償却額 141,949 143,005

貸倒引当金の減少額 － △5,945

退職給付引当金の減少額 △7,408 △27,702

賞与引当金の増減額
（減少：△）

△61,762 23,799

持分法による投資利益 △9,032 △5,351

受取利息及び受取配当金 △176,343 △213,346

支払利息 281,520 350,503

投資有価証券売却益 △413,387 －

投資有価証券評価損 － 276,379

子会社株式売却益 △435,714 －

固定資産除・売却損 415,817 153,265

固定資産売却益 △533,601 －

減損損失 － 4,202,446

ソフトウェア評価損 － 50,732

事業再編損失 － 170,363

前期損益修正損 79,167 －

売掛金の増減額
（増加：△）

△72,970 78,703

たな卸資産の増減額
（増加：△）

△788,999 1,355,467

買掛金の減少額 △130,761 △1,244,826

未払金の増減額
（減少：△）

△495,274 140,526

その他 1,045,626 675,906

小計 1,256,380 3,170,604

利息及び配当金の受取額 84,179 99,099

利息の支払額 △280,761 △367,922

法人税等の支払額 △204,420 △109,005

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

855,377 2,792,777
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前連結会計年度
（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッ
シュ・フロー

定期預金の預入れによる
支出

△110,200 △108,000

定期預金の払戻しによる
収入

85,500 226,000

有形固定資産の取得によ
る支出

△2,288,429 △11,864,104

有形固定資産の売却によ
る収入

956,624 1,399,774

投資有価証券の取得によ
る支出

－ △28,000

投資有価証券の売却によ
る収入

461,684 －

連結範囲の変更を伴う子
会社株式の取得による支
出 

 ※３ △18,838 △191,073

連結範囲の変更を伴う子
会社株式の売却による減
少額

 ※４ △69,820 －

貸付けによる支出 △1,058,727 －

貸付金の回収による収入 170,000 3,131,796

敷金等の差入れによる支
出

△882,388 △3,195,535

差入敷金等の回収による
収入

1,851,479 9,948,450

その他 △623,477 △33,664

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

△1,526,593 △714,357

Ⅲ　財務活動によるキャッ
シュ・フロー

短期借入金の増加額 980,470 △3,438,248

長期借入れによる収入 － 2,060,000

長期借入金の返済による
支出

△439,000 △531,300

自己株式の取得による支
出

△283 △306

少数株主への株式の発行
による収入

－ 1,850

配当金の支払額 △350,995 △351,998

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

190,191 △2,260,004
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前連結会計年度
（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅳ　現金及び現金同等物の減少
額

△481,024 △181,583

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首
残高

2,577,373 2,106,349

Ⅵ　新規連結に伴う現金及び現
金同等物の増加額

10,000 －

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末
残高

※２ 2,106,349 1,924,765
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数　　　６社 (1) 連結子会社の数　　　12社

連結子会社名は「１．企業集団の状況」

に記載のとおりであります。

連結子会社名は「１．企業集団の状況」

に記載のとおりであります。

なお、連結子会社でありました㈱フレ

ムピックにつきましては、平成17年８月

に全株式を売却したことにより、連結子

会社から除外しました。また、㈱ホーム

ピックにつきましては平成18年２月に当

社と合併したため、消滅会社となりまし

た。なお、それぞれ保有期間の損益につ

きましては、連結損益計算書に含まれて

おります。

また、㈱ＯＳＣゴルフワールドにつき

ましては平成17年３月に設立したため、

㈱エムケイカーズにつきましては平成17

年９月に当社が100％株式を取得したた

め、それぞれ連結の範囲に加えておりま

す。 

なお、㈱ＯＳＣ家電満載館については、

平成18年５月に、㈱ホームピックについ

ては平成18年６月に、㈱フードマーケッ

ト・オリンピック、㈱ハイパーマーケッ

ト・オリンピックについては平成18年９

月に、それぞれ設立したため、連結の範

囲に加えております。

また、従来持分法適用会社であった㈱

キララ及び㈱ＫＣコーポレーションにつ

いては平成18年10月に当社が100％株式

を取得したため、連結の範囲に加えてお

ります。 

(2) 非連結子会社の名称等 (2) 非連結子会社の名称等

㈱ファーストケアー

㈱アバンセ

㈱オー・アール・ディ

㈱ファーストケアー

㈱アバンセ

㈱オー・アール・ディ

（連結の範囲から除いた理由） （連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社はいずれも小規模であり、

合計の総資産、売上高、当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていないためであ

ります。

同　左

２．持分法の適用に関する事項 (1) 持分法適用の関連会社 (1) 持分法適用の関連会社

㈱キララ ───────

(2) 持分法を適用していない非連結子会

社

(2) 持分法を適用していない非連結子会

社

㈱ファーストケアー　他　２社 ㈱ファーストケアー　他　２社

(3) 持分法を適用していない非連結子会

社について持分法を適用していない

理由

(3) 持分法を適用していない非連結子会

社について持分法を適用していない

理由

上記の非連結子会社は、それぞれ当

期純損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等からみて、

持分法の対象から除いても連結財務諸

表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないため、持分

法の適用範囲から除外しております。

同　左

３．連結子会社の事業年度等に

関する事項

すべての連結子会社の決算日は、

連結決算日と一致しております。

同　左
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項目
前連結会計年度

（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

４．会計処理基準に関する事項 (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 (1)重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

①有価証券

同　左

時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

 

 

時価のないもの

移動平均法による原価法

 

 

②たな卸資産

生鮮食品及びデリカテッセン等

②たな卸資産

同　左

最終仕入原価法による原価法

店舗在庫商品

 

 

売価還元法による原価法

センター在庫商品

 

 

先入先出法による原価法  

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（附属設備は除く）に

ついては、定額法を採用しておりま

す。なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物及び構築物　　　　　10～50年

機械装置及び運搬具　　　 6～17年

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

同　左

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（附属設備は除く）に

ついては、定額法を採用しておりま

す。なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物及び構築物　　　　　９～39年

機械装置及び運搬具　　　３～17年

②無形固定資産

ソフトウェア

社内における利用可能期間(５年以

内)に基づく定額法

②無形固定資産

同　左

 

 

 

 

 

③長期前払費用

定額法

③長期前払費用

同　左

(3)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。

(3)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

同　左

②賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基づ

き計上しております。

②賞与引当金

同　左
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項目
前連結会計年度

（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

③退職給付引当金 ③退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務に基づき計上しております。こ

の対象者は、退職給付制度を変更し

た日の前日である平成16年1月31日

時点で満50歳以上、かつ前払退職金

又は確定拠出年金を選択しなかった

従業員であります。

同　左

(4)重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

(4)重要なリース取引の処理方法

同　左

(5)その他連結財務諸表作成のための重要

な事項

消費税等の会計処理方法

　　　税抜方式によっております。

───────

(5)その他連結財務諸表作成のための重要

な事項

①消費税等の会計処理方法

同　左

②連結納税制度の適用 

当連結会計年度より連結納税制度を

適用しております。

５．連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。

 同　左 

６．連結調整勘定の償却に関す

る事項

10年間の均等償却を行っております。 同　左

７．利益処分項目等の取扱いに

関する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について連結会計年度中に確定

した利益処分に基づいて作成しており

ます。

───────

８．連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金同等物）は、

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっておりま

す。

同　左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成17年３月１日

至　平成18年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

１．　　　　　　　─────── １．固定資産の減損に係る会計基準

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」）（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号　平成15年10月31日）を適用しており

ます。

  これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ155,305千

円増加し、税引前当期純損失は4,047,141千円増加してお

ります。

 ２．　　　　　　　─────── ２．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年

12月９日　企業会計基準５号）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指

針第８号」）を適用しております。

  従来の資本の部の合計に相当する金額は、29,397,257

千円であります。

  なお、連結財務諸表等規則の改正により、当連結会計

年度における連結貸借対照表の純資産の部については、

改正後の連結財務諸表規則により作成しております。 
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成18年２月28日）

当連結会計年度
（平成19年２月28日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は18,212,092千円で

あります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額は19,639,663千円で

あります。

※２．非連結子会社及び関連会社に係る注記 ※２．非連結子会社に係る注記

非連結子会社及び関連会社に対するものは、以下の

とおりであります。

非連結子会社に対するものは以下のとおりでありま

す。

投資有価証券 438,999千円 投資有価証券 315,000千円

※３．担保資産及び担保付債務 ※３．担保資産及び担保付債務

(１)商品仕入代金の担保に供している資産 (１)商品仕入代金の担保に供している資産

投資有価証券       33,537千円 投資有価証券    29,475千円

　(２)借入金の担保に供している資産及び対応する債務 　(２)借入金の担保に供している資産及び対応する債務

　　 （担保に供している資産） 　　 （担保に供している資産）

現金及び預金       70,000千円

建物及び構築物 3,090,969千円

土地 8,835,211千円

投資有価証券 2,998,419千円

差入敷金 60,854千円

差入保証金       121,242千円

計    15,176,696千円

現金及び預金        70,000千円

建物及び構築物     2,980,605千円

土地     8,361,161千円

投資有価証券     1,875,266千円

差入敷金       60,854千円

差入保証金        75,487千円

計  13,423,375千円

（担保付債務） （担保付債務）

短期借入金    34,387,313千円

長期借入金       560,000千円

（１年内返済予定

長期借入金を含む）

計 34,947,313千円

短期借入金    33,710,480千円

長期借入金       340,000千円

（１年内返済予定

長期借入金を含む）

計   34,050,480千円

※４．当社の発行済株式総数は、普通株式23,354千株であ

ります。

※４．　　　　　　　───────

※５．連結会社が保有する自己株式の数は、普通株式1,596

株であります。

※５．　　　　　　　───────
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

広告宣伝費 2,555,946千円

給料手当 13,363,229千円

賞与引当金繰入額 262,600千円

退職給付費用 363,351千円

不動産賃借料 8,923,978千円

減価償却費 1,456,850千円

広告宣伝費 2,156,512千円

給料手当    12,980,090千円

不動産賃借料     9,464,271千円

減価償却費 1,482,884千円

※２．固定資産売却益は、建物の売却によるものであり　

ます。

※２．　　　　　　　───────

※３．固定資産除・売却損の内訳は次のとおりであります。※３．固定資産除・売却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 290,513千円

機械装置及び運搬具 39,816千円

土地 8,800千円

有形固定資産その他 76,686千円

計 415,817千円

建物及び構築物      142,130千円

機械装置及び運搬具       11,135千円

計       153,265千円

 ※４．減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しております。

（１）減損損失を認識した資産グループの概要

用途 種　類 場　所 件数 金額（千円）

店舗 
土地及び

建物等

東京都 12 934,693

神奈川県 2 57,889

千葉県 3 1,069,864

埼玉県 5 1,167,934

群馬県 3 945,170

茨城県 1 3,494

宮城県 1 23,400

合　　　　計 27 4,202,446

店舗における営業活動から生じる損益が継続してマ

イナス又はマイナスとなる見込である資産グループに

ついて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失として特別損失に計上しております。

 （２）減損損失の金額

種　類 金額（千円）

建物及び構築物 1,712,371

土地 1,800,747

有形固定資産その他 555,468

無形固定資産その他 133,860

合　　　　計 4,202,446

（３）資産のグルーピングの方法 

キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、主

として店舗を基本単位としてグルーピングしておりま

す。 

（４）回収可能価額の算定方法 

資産グループの回収可能価額は、正味売却価額と使

用価値のうち大きい方を算定しております。

　土地、借地権の正味売却価額は、不動産鑑定士によ
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前連結会計年度
（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

る不動産鑑定評価基準を基に算定した金額により評価

しております。

　使用価値は、将来キャッシュ・フローを4.4%で割り

引いて算出しております。 
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（連結株主資本等変動計算書関係）

当連結会計年度（自平成18年３月１日　至平成19年２月28日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末株
式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式

普通株式 23,354,223 － － 23,354,223

合計 23,354,223 － － 23,354,223

自己株式

普通株式 1,596 355 － 1,951

合計 1,596 355 － 1,951

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年５月25日

定時株主総会
普通株式 350,289 15 平成18年２月28日 平成18年５月26日

平成19年５月７日

取締役会（予定）
普通株式 350,284 15 平成19年２月28日 平成19年５月30日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

※１．減価償却費と連結損益計算書の注記に掲記されてい

る科目の金額との関係

※１．減価償却費と連結損益計算書の注記に掲記されてい

る科目の金額との関係

売上原価 52,815千円 売上原価     21,194千円

販売費及び一般管理費 販売費及び一般管理費

減価償却費 1,456,850千円

その他（ソフトウェア等の

償却費）
189,110千円

 　営業外費用

その他　 864千円

減価償却費 1,699,641千円 

減価償却費   1,482,884千円

その他（ソフトウェア等の

償却費）
    222,701千円

 　営業外費用

その他　    864千円

減価償却費   1,727,645千円 

 ※２．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

 ※２．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

（平成18年２月28日現在） （平成19年２月28日現在）

現金及び預金勘定 2,431,349千円

預入期間が３か月を超える

定期預金
△325,000千円

現金及び現金同等物の期末

残高
2,106,349千円

現金及び預金勘定    2,059,765千円

預入期間が３か月を超える

定期預金
    △135,000千円

現金及び現金同等物の期末

残高
    1,924,765千円

 ※３．当連結会計年度に株式の取得により新たに連結子

会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

 ※３．当連結会計年度に株式の取得により新たに連結子

会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

株式の取得により、㈱エムケイカーズが新たに連

結子会社となったことに伴う取得時の資産及び負債

の内容は次のとおりであります。

株式の取得により新たに㈱キララとその連結子会

社㈱ＫＣコーポレーションを連結したことに伴う取

得時の資産及び負債の内容は次のとおりであります。

流動資産 53,642千円 

 　　　　(うち商品) (44,000千円) 

流動負債 △36,831千円 

 　 　　（うち短期借入金） (△25,000千円) 

連結調整勘定 3,188千円 

㈱エムケイカーズ株式の取得価

額
20,000千円 

㈱エムケイカーズ株式の現金及

び現金同等物
　　△1,161千円 

差引㈱エムケイカーズ取得のた

めの支出
18,838千円 

流動資産  536,630千円

 　　　　(売掛金) (357,205千円) 

固定資産   4,373,055千円

 　 　　（うち差入保証金） (3,284,230千円) 

流動負債 △3,010,484千円

 　 　　（うち短期借入金） (△2,373,700千円) 

固定負債 △1,576,856千円

 　 　　（うち預り保証金） (△1,263,100千円) 

連結調整勘定 17,932千円

持分法適用後の株式の帳簿価額  △129,351千円

新規連結子会社株式の取得価額    210,927千円

新規連結子会社株式の現金及び

現金同等物
    △19,853千円

連結範囲の変更を伴う子会社株

式の取得による支出
   191,073千円
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前連結会計年度
（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

 ※４．当連結会計年度に株式の売却により連結子会社でな

くなった会社の資産及び負債の主な内訳

株式の売却により、㈱フレムピックが連結子会社

でなくなったことに伴う売却時の資産及び負債の内

容は次のとおりであります。

流動資産 109,554千円 

 　(うち現金及び預金) (75,820千円) 

投資その他の資産 39,078千円 

 　　　(うち差入敷金) (34,023千円) 

流動負債 △548,347千円 

 　 （うち短期借入金） (△455,000千円)

固定負債 △30,000千円 

 　 　　（預り保証金） (△30,000千円) 

株式売却益 435,714千円 

㈱フレムピック株式の売却価額 6,000千円 

㈱フレムピック株式の現金及び

現金同等物
△75,820千円 

差引㈱フレムピック売却による

減少額
△69,820千円 

──────
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①　リース取引

前連結会計年度
（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(１)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額　　　　　　（千円）

(１)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額　　　　　　（千円）

取得価額相
当額

減価償却累
計額相当額

期末残高相
当額

建物及び構
築物

187,113 29,236 157,876

機械装置及
び運搬具

40,184 17,657 22,526

その他（有
形固定資産)

542,027 200,854 341,173

その他（無
形固定資産)

81,903 44,586 37,316

合計 851,227 292,334 558,893

取得価額相
当額

減価償却累
計額相当額

期末残高相
当額

機械装置及
び運搬具

25,762 13,119 12,643

その他（有
形固定資産)

659,801 275,329 384,472

その他（無
形固定資産)

17,578 6,195 11,382

合計 703,143 294,644 408,498

(２)未経過リース料期末残高相当額 (２)未経過リース料期末残高相当額

１年内 141,330 千円

１年超 430,122 千円

合計 571,453 千円

１年内 139,133 千円

１年超 275,679 千円

合計 414,812 千円

(３)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

(３)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 217,762 千円

減価償却費相当額 200,077 千円

支払利息相当額 20,255 千円

支払リース料 137,802 千円

減価償却費相当額 130,770 千円

支払利息相当額 7,667 千円

(４)減価償却費相当額の算定方法 (４)減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

同左

(５)利息相当額の算定方法 (５)利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

同左

２．オペレーティング・リース取引 

　　　未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引 

　　　未経過リース料

１年内 7,292,082 千円

１年超 78,500,663 千円

合計 85,792,746 千円

１年内 6,409,423 千円

１年超 59,883,999 千円

合計 66,293,422 千円
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②　有価証券

有価証券

１　その他有価証券で時価のあるもの

種類

前連結会計年度（平成18年２月28日） 当連結会計年度（平成19年２月28日）

取得原価
（千円）

連結貸借対
照表計上額
（千円）

差額（千円）
取得原価
（千円）

連結貸借対
照表計上額
（千円）

差額（千円）

連結貸借対

照表計上額

が取得原価

を超えるも

の

(1）株式 529,137 3,903,687 3,374,549 555,935 2,612,512 2,056,576

(2）債券 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 529,137 3,903,687 3,374,549 555,935 2,612,512 2,056,576

連結貸借対

照表計上額

が取得原価

を超えない

もの

(1）株式 526,184 410,174 △116,009 245,719 240,308 △5,411

(2）債券 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 526,184 410,174 △116,009 245,719 240,308 △5,411

合計 1,055,321 4,313,862 3,258,540 801,655 2,852,820 2,051,164

２　前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度
（自平成17年３月１日　至平成18年２月28日）

当連結会計年度
（自平成18年３月１日　至平成19年２月28日）

売却額（千円）
売却益の合計額

（千円）
売却損の合計額

（千円）
売却額（千円）

売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

461,684 413,387 － － － －

３　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

種類
前連結会計年度（平成18年２月28日） 当連結会計年度（平成19年２月28日）

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券

非上場株式 1,088,681 1,088,896

（注）当連結会計年度において、有価証券について281,666千円（その他有価証券で時価のある株式253,666千円、その他

有価証券で時価のない株式28,000千円）減損処理を行っております。なお、減損処理にあたっては期末における

時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合にはすべて減損処理を行い、時価のない株式については回復可能性

を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。
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③　デリバティブ取引

前連結会計年度（自　平成17年３月１日　至　平成18年２月28日）

　当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）

同　上

④　退職給付

１　採用している退職給付制度の概要

　　　　　　当社及び連結子会社の退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、従業員が前払退職金又は確定拠出年金を選択する確定拠出型の制度を設けて

おります。

なお、平成16年1月31日時点で満50歳以上、かつ前払退職金又は確定拠出年金を選択しなかった従業

員を対象に、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。

２　退職給付債務及びその内訳

前連結会計年度

（平成18年２月28日）

当連結会計年度

（平成19年２月28日）

退職給付債務（千円） △104,402 退職給付債務（千円） △110,686

退職給付引当金（千円） △104,402 退職給付引当金（千円） △110,686

３　退職給付費用の内訳

前連結会計年度
（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

(1)勤務費用（千円） 14,683 9,504

(2)確定拠出年金掛金の計上(千円) 261,561 227,065

(3)前払退職金の計上（千円） 88,953 98,425

計 365,198 334,994
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⑤　税効果会計

前連結会計年度
（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（流動の部)

繰延税金資産

賞与引当金      108,561千円

未払費用(法定福利費) 16,145千円

未払事業所税  48,401千円

未払事業税 57,940千円

退職給付制度変更に係る未払金 68,837千円

その他 17,495千円

　繰延税金資産小計 317,382千円

評価性引当額 △11,616千円

　　繰延税金資産合計 305,765千円

繰延税金負債

その他 △817千円

　繰延税金負債合計 △817千円

繰延税金資産の純額 304,948千円

（固定の部）

繰延税金資産

連結会社間内部利益消去 71,699千円

その他 536千円

　繰延税金資産合計 72,235千円

繰延税金資産          

減価償却費 39,961千円

一括償却資産 30,407千円

投資有価証券評価損 530,334千円

会員権評価損   80,705千円

退職給付引当金 20,145千円

退職給付制度変更に係る長期未

払金

 65,010千円

税務上の繰越欠損金  39,386千円

　繰延税金資産小計 805,951千円

　評価性引当額 △652,057千円

繰延税金資産合計 153,894千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △797,192千円

建設協力金 △35,236千円

借地権更新料 △30,587千円

繰延税金負債合計   △863,016千円

 　　 繰延税金負債の純額 △709,121千円

（流動の部)

繰延税金資産

賞与引当金      132,056千円

未払費用(法定福利費)     15,911千円

未払事業所税       28,691千円

未払事業税       35,727千円

外形標準課税      7,717千円

退職給付制度変更に係る未払金     62,493千円

控除対象個別帰属税額等  1,588千円

繰越欠損金      446,926千円

その他 12,600千円

　繰延税金資産小計    743,712千円

評価性引当額    △93,980千円

　　繰延税金資産合計     649,731千円

繰延税金負債

その他    △330千円

　繰延税金負債合計    △330千円

繰延税金資産の純額      649,401千円

（固定の部）

繰延税金資産

連結会社間内部利益消去     54,647千円

減損損失 421,216千円

一括償却資産 609千円

投資有価証券評価損  500千円

会員権評価損  2,338千円

退職給付引当金 22,295千円

控除対象個別帰属税額等 24,447千円

繰越欠損金      78,325千円

その他 1,550千円

　繰延税金資産小計  605,930千円

　評価性引当額  △296,198千円

 繰延税金資産合計 309,731千円

繰延税金資産

減損損失 969,282千円

減価償却費 55,239千円

一括償却資産 22,226千円

分割時子会社株式  149,205千円

投資有価証券評価損  11,396千円

関係会社株式評価損 100,183千円

会員権評価損  78,386千円

退職給付引当金  23,448千円

その他有価証券評価差額金    530,464千円

控除対象個別帰属税額等 35,489千円

繰越欠損金      120,048千円

その他      13千円

　繰延税金資産小計  2,095,383千円

　評価性引当額  △1,864,045千円
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前連結会計年度
（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

 繰延税金資産合計 231,338千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金    △305,936千円

建設協力金等     △4,104千円

借地権 △29,563千円

その他 △223千円

繰延税金負債合計  △339,381千円

 　　 繰延税金負債の純額    △108,042千円

－ 35 －



⑥　セグメント情報

ａ．事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度（自平成17年３月１日　至平成18年２月28日）

　小売り事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメント

資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略して

おります。

当連結会計年度（自平成18年３月１日　至平成19年２月28日）

同　上

ｂ．所在地別セグメント情報

前連結会計年度（自平成17年３月１日　至平成18年２月28日）

　本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占め

る割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

当連結会計年度（自平成18年３月１日　至平成19年２月28日）

同　上

ｃ．海外売上高

　前連結会計年度及び当連結会計年度において海外売上高がないため、該当事項はありません。
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⑧　関連当事者との取引

前連結会計年度（自平成17年３月１日　至平成18年２月28日）

(1）役員及び個人主要株主等

属性
会社等　
の名称

住所
資本金又
は出資金
（千円）

事業の　
内容又は
職業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上　
の関係

役員及びその

近親者が議決

権の過半数を

所有している

会社等

㈱ヘルス

ケア・

ジャパン

東京都

港区
299,000

有料老人

ホームの

管理、運

営等

（被所有）

直接 4.42

役員

２名

当社店舗の

賃借

当社店舗の

賃借
77,341

前払費用

差入敷金

6,767

292,960

役員及びその

近親者が議決

権の過半数を

所有している

会社等

㈱ミス

ター・ク

リーン

東京都　

武蔵野市
200,000

不動産　

管理業
－

役員

１名

当社駐車場

の管理

当社店舗　

清掃・警

備・保守

563,387

前払費用

差入敷金

未払金

36

100

46,897

役員及びその

近親者が議決

権の過半数を

所有している

会社等

㈱山金
東京都

小金井市
10,000 倉庫業 －

役員

１名

当社店舗・

駐車場等の

賃借

当社店舗・

駐車場等の

賃借

244,060

前払費用

差入敷金

差入保証金

未払金

20,700

544,143

1,383,372

947

役員及びその

近親者が議決

権の過半数を

所有している

会社等

㈱泰利
東京都

小平市
10,000

不動産　

管理業
－

役員

2名

当社社員寮

の賃借

当社社員寮

の賃借
23,052

前払費用

差入敷金

1,921

115,000

役員及びその

近親者が議決

権の過半数を

所有している

会社等

㈱ビコー
東京都

杉並区
50,000

印刷物　

製造販売
－ －

広告・社内

報の印刷、

製本

広告・社内

報の印刷、

製本

209,843 未払金 18,048

役員及びその

近親者が議決

権の過半数を

所有している

会社等

㈱オー・

アール・

ディ

東京都

杉並区
30,000

不動産　

管理業
－ －

当社店舗・

駐車場及び

店舗設備等

の賃借

店舗・駐車

場及び店舗

設備等の賃

借

売上高　

貸付利息

1,865,090

32,220

80,181

前払費用

差入敷金

差入保証金

長期貸付金

長期前払費

用

未払金

153,500

1,739,376

4,302,566

3,421,081

908,140

 

19,595

役員及びその

近親者が議決

権の過半数を

所有している

会社等

㈱エスプ

リ

東京都

武蔵村山

市 

10,000 倉庫業 
（被所有）

直接 8.56

  役員

  １名

不動産売買

受託

 

売上高

 

 

42,950

 

 

未収金 

 

 

9,030

 

（注）１．取引条件ないし取引条件の決定方針等

賃料の決定は、近隣の取引実勢に基づいて決定しております。

　　　２．上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含めております。

（2）子会社等

属性
会社等の　名
称

住所
資本金又は　
出資金

(千円)

事業の内容　
又は職業

議決権等の　
所有（被所
有）割合

（％）

関係内容

科目
期末残高
(千円)役員の兼任

等
事業上の　関
係

関連会社 ㈱キララ 
東京都

杉並区
50,000

商品の荷受、

配送

（所有）

直接 39.0
－

商品の荷受配

送委託

 

差入保証金

 

 

1,260,700
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当連結会計年度（自平成18年３月１日　至平成19年２月28日）

(1）役員及び個人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上の
関係

役員及びその

近親者が議決

権の過半数を

所有している

会社等

㈱ヘルス

ケア・

ジャパン

東京都

港区
299,000

有料老人

ホームの

管理、運

営等

（被所有）

直接 4.42

役員

３名

当社店舗の

賃借
店舗の賃借 77,341

前払費用

差入敷金

6,767

292,960

役員及びその

近親者が議決

権の過半数を

所有している

会社等

㈱ミス

ター・ク

リーン

東京都 

武蔵野市
200,000

不動産管

理業

（被所有）

直接 3.22

役員

１名

当社駐車場

の管理

当社店舗清

掃・警備・

保守

566,915 未払金 50,856

役員及びその

近親者が議決

権の過半数を

所有している

会社等

㈱山金
東京都

小金井市
10,000 倉庫業

（被所有）

直接 0.44

役員

２名

当社店舗・

駐車場等の

賃借

当社店舗・

駐車場等の

賃借

257,549

前払費用

差入敷金

差入保証金

21,850

544,143

1,383,372

役員及びその

近親者が議決

権の過半数を

所有している

会社等

㈱泰利
東京都

小平市
10,000

不動産 

管理業
－

役員

２名

当社社員寮

の賃借

当社社員寮

の賃借
23,052

前払費用

差入敷金

1,921

15,000

役員及びその

近親者が議決

権の過半数を

所有している

会社等

㈱ビコー
東京都

杉並区
50,000

印刷物製

造販売
－ －

広告・社内

報の印刷、

製本

広告・社内

報の印刷、

製本

107,200 未払金 11,793

役員及びその

近親者が議決

権の過半数を

所有している

会社等

㈱オー・

アール・

ディ

東京都

杉並区
30,000

不動産 

管理業
－ －

当社店舗・

駐車場及び

店舗設備等

の賃借

店舗・駐車

場及び店舗

設備等の賃

借

資産の譲受

 

1,471,179

 

10,461,363

－ －

役員及びその

近親者が議決

権の過半数を

所有している

会社等

㈱エムア

ントジー

東京都

立川市
10,000

不動産 

管理業

（被所有）

直接 0.2

役員

１名

物流セン

ターの賃借

物流セン

ターの賃借

受取利息

66,300

 

31,113

未収金

差入敷金

差入保証金

31,113

438,000

1,022,000

役員及びその

近親者が議決

権の過半数を

所有している

会社等

㈱エスプ

リ

東京都

武蔵村山

市 

10,000
不動産 

管理業 
－

  役員

  １名

物流セン

ターの賃借

物流セン

ターの賃借

資産の譲受

100,702

661,000

未収金 

前払費用

差入敷金 

差入保証金

未払金

10,410

11,161

230,850

2,400

53,854

（注）１．取引条件ないし取引条件の決定方針等

賃料の決定は、近隣の取引実勢に基づいて決定しております。

　　　２．上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含めております。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日）

１株当たり純資産額 1,482円61銭

１株当たり当期純利益金額 13円77銭

１株当たり純資産額   1,258円86銭

１株当たり当期純損失金額   177円90銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

（注）１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度 当連結会計年度

当期純利益又は当期純損失（△） 321,604千円 △4,154,334千円

普通株主に帰属しない金額 － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）
321,604千円      △4,154,334千円

期中平均株式数 23,352千株       23,352千株

（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。
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５．販売の状況
①　業態別売上高

　当連結会計年度の販売実績を業態別に示すと、次のとおりであります。

業態種類の名称 売上高（千円） 構成比（％） 前期比（％）

ハイパーマーケット 78,057,998 68.8 94.6

ハイパーストア 12,579,592 11.1 95.5

スーパーマーケット 6,792,797 6.0 82.7

ホームセンター 13,890,345 12.3 91.4

その他 2,075,346 1.8 97.9

合計 113,396,079 100.0 93.6

　（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当社グループはハイパーマーケット、ハイパーストア、スーパーマーケット及びホームセンターの４業態に

よるチェーンストアが核となっており、小売事業を営む各子会社の売上高はそれぞれ出店している業態の店

舗の売上高に含めて表示しております。

②　商品別の売上高

　当連結会計年度の商品別の売上高は、次のとおりであります。

　

商品種類の名称 売上高（千円） 構成比（％） 前期比（％）

スポーツ・レジャー 9,484,379 8.3 －

カルチャー 9,894,649 8.7 －

ホビー 16,654,524 14.7 －

家庭雑貨 15,398,905 13.6 －

家電製品 10,554,080 9.3 －

衣料品 4,269,617 3.8 －

一般食品 30,248,014 26.7 －

生鮮食品 14,039,524 12.4 －

その他商品 777,037 0.7 －

その他（小売以外の売上） 2,075,346 1.8 －

合計 113,396,079 100.0 93.6

　（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当社は平成18年９月１日をもち持株会社体制に移行いたしましたことにより、それ以降の売上高がなくなり

ました。そのため、当連結会計年度より当社グループの商品別の売上高を表示しております。 
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